
 

 

 

 

            裁  決  書 

 

 

              審査請求人 

               ○○○○ 

               ○○○○ 

              審査請求代理人弁護士 

               ○○○○ 

               ○○○○ 

 

              処  分  庁 

               Ａ区保健福祉センター所長 

 

 

 審査請求人が平成２８年５月１１日付けで提起した生活保護法（昭和２

５年法律第１４４号）第７８条の規定に基づく徴収金決定処分に係る審査

請求について、次のとおり裁決する。 

 

              主    文              

 

 本件審査請求について、Ａ区保健福祉センター所長が行った生活保護法

第７８条に基づく徴収決定処分のうち、平成２６年○月○日に株式会社Ｂ

から審査請求人の口座へ入金された○○○○円に係る部分を取り消し、徴

収金額を○○○○円から○○○○円に変更する。 

 

 

              事案の概要 

 

 １  平成２３年３月４日付けで、処分庁は、審査請求人（以下「請求人」



 

 

という。）への生活保護を開始した。 

 

 ２  平成２３年３月１７日、処分庁の職員が、「収入の届け出は毎月の

保護費の額を決めるために必要です。収入がない場合でも、世帯全員

の収入を必ず届け出てください。（高校生等のアルバイトも含む）届

け出が遅れたり事実と異なったりすると、正しい額の保護費が受けら

れず、余分に支払った保護費を返していただくことになりますのでご

注意ください 。」 「保護費以外の収入があればどんな収入でも、詳し

く、正しく、すみやかに届けてください。（中略）収入申告が必要な

場合には下記のような例があります。給与を新たに得たり、給与収入

が変わったりしたとき。（給与には作業所収入等も含みます 。） 給与

収入については、原則として毎月申告し、明細書を添付してください。

なお保健福祉センターでは、毎年課税調査を行っており、保健福祉セ

ンターに申告されている収入と、勤務先から市税事務所等に提出され

る『給与支払報告書』等の課税資料の内容が一致しているかを確認し

ています。（中略）その他臨時収入があったとき（例、事故に伴う保

険金、見舞金、遺産相続、生命保険の解約返戻金、入院給付金、など）

※１：借金について  借金も収入として認定されます。借金をすると

その分生活保護費が減ってしまうので、借金はしないようにしてくだ

さい 。」 等の記載がある「生活保護のしおり」を用い、収入を届け出

る義務があることを請求人に説明し、請求人から「説明をうけて『し

おり』を受け取りました 。」 との記載がある受領書を受理した。 

 

 ３  平成２３年○月○日、請求人のＣ銀行の口座に給与として○○○○

円が振り込まれた。 

 

 ４  平成２３年７月１３日、請求人が、同年○月の働いて得た収入を「

無 」、 収入を得られない理由を「なかなか仕事が見つからないからで

す 。」 と記載した収入申告書を処分庁に提出した。 

 

 ５  平成２３年○月○日、請求人のＣ銀行の口座に給与として○○○○



 

 

円が振り込まれた。 

 

 ６  平成２３年○月○日、請求人が、同年○月の働いて得た収入を「無 」

、収入を得られない理由を「いくら仕事を探しても、なかなか見つけ

られないし、面接へたまにいってもすぐ落とされてしまうからです 。」

と記載した収入申告書を処分庁に提出した。 

 

 ７  平成２６年○月○日、請求人が、家主である株式会社Ｂ（以下 「（

株）Ｂ」という 。） に家賃○○○○円を送金した。 

 

 ８  平成２６年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

 ９  同日、請求人が、家主である（株）Ｂに家賃○○○○円を送金した。 

 

１０  同日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入として○○○○

円が振り込まれた。 

 

１１  同日、請求人が、家主である（株）Ｂに家賃○○○○円を送金した。 

 

１２  平成２６年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

１３  同日、請求人のＤ銀行の口座に（株）Ｂから○○○○円が振り込ま

れた。 

 

１４  平成２６年○月○日、請求人が、同年○月、○月の仕送り、養育費、

財産収入（生命保険等の給付金・解約返戻金 ）、 その他の私的収入を

「無」と記載した収入申告書を処分庁に提出した。 

 

１５  平成２６年○月、請求人から、家主である（株）Ｂに家賃の送金は



 

 

なかった。 

 

１６  平成２６年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

１７  平成２６年○月○日、請求人が、同年○月の仕送り、養育費、財産

収入（生命保険等の給付金・解約返戻金 ）、 その他の私的収入を「無」

と記載した収入申告書を処分庁に提出した。 

 

１８  平成２７年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

１９  平成２７年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

２０  平成２７年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

２１  平成２７年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

２２  平成２７年○月○日、処分庁が課税調査により、請求人の未申告の

就労収入を発見した。 

 

２３  平成２７年○月○日、請求人のＤ銀行の口座にカードローンお借入

として○○○○円が振り込まれた。 

 

２４  平成２７年○月○日、請求人が、同年○月、○月の仕送り、養育費、

財産収入（生命保険等の給付金・解約返戻金 ）、 その他の私的収入を

「無」と記載した収入申告書を処分庁に提出した。 

 



 

 

２５  同日、請求人が、保有口座をＥ銀行のみとする資産申告書を処分庁

に提出した。 

 

２６  平成２８年○月○日、請求人が、前年○月の仕送り、養育費、財産

収入（生命保険等の給付金・解約返戻金 ）、 その他の私的収入を「無」

と記載した収入申告書を処分庁に提出した。 

 

２７  平成２８年○月○日、請求人のＥ銀行の口座に火災保険の解約返戻

金として○○○○円が振り込まれた。 

 

２８  平成２８年２月２２日、処分庁が、生活保護法（以下「法」という。

）第２９条に基づく調査により、Ｄ銀行から、請求人の口座の利用明

細を入手した。 

 

２９  平成２８年３月２日、処分庁が、法第２９条に基づく調査により、

Ｃ銀行から、請求人の口座の利用明細を入手した。 

 

３０  平成２８年４月１５日、処分庁が、上記３、５、８、１０、１２、

１３、１６、１８、１９、２０、２１、２３及び２７の請求人の未申

告の収入計○○○○円について、法第７８条の規定による徴収金決定

処分（以下「本件処分」という。）を行った。 

 

３１  平成２８年５月１１日、請求人は、大阪市長に対し、本件処分の取

消しを求める審査請求をした。 

 

３２  平成２８年８月１６日、請求人は、口頭意見陳述において、上記１

３の入金は、（株）Ｂからの過払金返還であると主張した。 

 

３３  平成２８年８月２４日、請求人は、請求人が交際相手等に騙された

被害者であることを証明する書類及び上記１３の入金に関する過払金

返還の発生経緯を確認できる書類の提出を求める審理員に対して、書



 

 

類は存在しないと回答した。 

 

３４  平成２８年１２月１５日、請求人は、大阪市行政不服審査会に（株

) Ｂが作成した契約者別明細書を提出した。 

 

３５  上記３４の契約者別明細書には、上記１３が「過入金返戻」と記載

されていた。 

 

           審理関係人の主張の要旨 

 

第１  審査請求の趣旨及び理由 

 

 １  審査請求の趣旨 

 

   審査請求の趣旨は、次のとおりである。 

 

   本件処分を取り消すとの裁決を求める。 

 

 ２  審査請求の理由 

 

   審査請求の理由は、概ね次のとおりである。 

 

（１）本件の経緯 

   請求人は、知的障がいを有しており、５年ほど前から生活保護を受

給して生活している。 

   請求人は、平成２６年から平成２７年にかけて、結婚を前提とした

交際をしようと言われ、住所不明の男性（以下「交際相手」という。）

と交際していた。交際相手は、請求人の家に来たことがなく、請求人

が交際相手の家に行ったこともない。 

   交際相手は、請求人にカードローン等で借金をさせたり、ホテル清

掃のアルバイトをさせたりした。なお、ホテル清掃のアルバイトは交



 

 

際相手と別れると同時期に解雇された。 

   借金及びアルバイトで得た金は、交際相手に手渡したり、交際相手

と遊ぶ際のホテル代及び飲食代等に使用した。 

   交際相手から、借金及びアルバイトで得た金は、役所に対して申告

しなくてもよいと教えられたので、請求人はそのとおり申告しなかっ

た。 

   処分庁は、平成２７年１１月頃から、請求人に対し、調査を実施し

た。 

   処分庁は、平成２８年３月１５日、当該調査に基づき、返還金・徴

収金の額について、○○○○円とする等の決定（以下「前処分」とい

う。）をした旨の決定書を作成・発送した。 

   処分庁は、平成２８年４月１５日、当該調査に基づき、本件処分を

した旨の決定書を作成・発送した。 

 

（２）法第７８条の要件に該当しないこと 

   法第７８条の「不実の申請その他不正な手段」に該当するといえる

ためには、受給者において不正受給の故意があることが必要である。

したがって、収入の不申告がこれに該当するといえるためには、受給

者において申告義務があることを認識していることが必要となる。 

   本件において、請求人は、知的障がいを有している。しかし、例え

ば、前処分の後に処分庁から請求人に交付された「指導指示書」には

「今後、収入については正しく、すみやかに申告すること。」等の抽

象的な文言しか示されておらず、これによっても具体的に何を申告す

る必要があるのか、知的障がい者である請求人が理解するのは極めて

困難である。 

   そのため、請求人は前処分決定書及び本件処分決定書別紙の決定理

由に記載された就労収入及び借入金等全てについて、申告義務を認識

しておらず、請求人において不正受給の故意がなかった。 

   さらに、結婚前提と考えて交際していた交際相手から、就労収入及

び借入金等、前処分及び本件処分において問題とされた収入のうち平

成２６年以降のもののすべてについて「申告しなくてもよい」と教え



 

 

られたので、知的障がいを有する請求人はこれを信用した。 

   よって、請求人が前処分決定書及び本件処分決定書別紙の決定理由

記載の各収入を申告せずに生活保護を受給したことは、法第７８条の

「不実の申請その他不正な手段」に該当しないので、前処分及び本件

処分は理由がなく違法である。 

 

（３）法第７８条の適用がないこと 

   法第７８条の趣旨は、生活保護により不当な利益を得た者からその

利益を返還させることにある。 

   本件においては、不申告の各収入のうち平成２６年以降のものは交

際相手の発案によって得られたものであり、得た金銭も交際相手が搾

取している。したがって、生活保護により不当な利益を得た者は専ら

交際相手であって、請求人ではない。したがって、本件において、請

求人から平成２６年以降の収入に係る金銭を返還させることは、法第

７８条の趣旨に反する。 

   本件は、要するに、処分庁が請求人の知的障がいに配慮することな

く具体的な指導を怠った結果、請求人が申告義務を理解できず、収入

を申告できなかったという事案である。さらに、その結果として請求

人は交際相手にも騙され、平成２６年以降の収入の不申告にも至り、

交際相手が不当な利益を得た。これらの損失について交際相手に返還

を求めたり、処分庁が損失を被ることがあるのは仕方ないが、徹底し

て被害者である請求人に返還を請求するのは信義誠実の原則に反する。 

   よって、前処分及び本件処分は、法第７８条の趣旨に反し、信義誠

実の原則にも反するため、法第７８条の適用はなく、違法である。 

 

（４）前処分及び本件処分が著しく不当であること 

   本件において、請求人は、交際相手に利用された被害者である。不

申告の各収入のうち平成２６年以降のものは交際相手の発案によって

得られたものであり、得た金銭も交際相手が搾取している。さらに、

平成２６年以前のものを含めて不申告に至ったのは、処分庁が、請求

人の知的障がいに配慮することなく、具体的な指導を怠ったからであ



 

 

る。この収入の不申告によって地方公共団体又は国に損失が生じたと

しても、その補填を、被害者である請求人が最低限度の生活を営むた

めの保護費から控除し、もって請求人に最低限度を下回る生活を余儀

なくさせることは、法の趣旨及び目的に反し、ひいては日本国憲法２

５条１項に反する。 

   よって、前処分及び本件処分は著しく不当である。 

 

第２  処分庁が、平成２８年６月２４日に審理員に提出した弁明書の要旨

は概ね次のとおりである。 

 

 １  請求人は、申告義務が認識できていないため法第７８条に該当しな

いと申し立てているが、処分庁は、請求人の保護開始時に「生活保護

のしおり」で収入があった際に申告しなければならないと説明を行い、

請求人も説明を受けた旨の同意をしているため、申告義務が認識でき

ていないとは言えない。また、平成２３年５月２日家庭訪問時、処分

庁より「収入申告書を提出すること。生活上に変化があった際は報告

すること 。」 と指導を行っている。平成○年○○県○○市で保護受給

中にも、不申告収入が発覚し、当時の実施機関からの指導を受け収入

申告義務があることは認識できていることを補足して述べておく。 

 

 ２  請求人は、処分庁が知的障がいに配慮することなく、具体的な指導

を怠った結果、請求人が申告義務を理解できず、収入を申告できなか

ったと申立てているが、請求人は保護開始当初から収入申告書を自ら

記入し、収入を得られない理由欄に「なかなか仕事がみつからない 。」

と記入できており、仕事をして収入を得た場合は申告がいることは理

解できていると判断できるものである。請求人に対し課税調査により

収入があった状況の確認を行ったところ「仕事はしていない。仕事は

していないですよ 。」 と申し出たにも関わらず、後日になって就労事

実を認めているところから、不実の申請その他不正な手段により保護

を受けたと判断でき法第７８条の趣旨に反するとは言えない。なお、

請求人は、平成２８年○月に転居しており、自身の意思で賃貸借契約



 

 

ができる能力を備え持っていることを補足しておく。 

 

 ３  請求人は、法第７８条の趣旨に反する理由として、不申告の収入は

請求人が使用した金品ではなく、交際相手が搾取しているもので不当

な利益を得たのは交際相手であると主張している。たとえ、交際相手

が搾取していたとしても、結婚まで考えていた相手がいることを処分

庁は不知であり、交際相手の存在そのものを否定するものではない。

ただし、処分庁の聞き取りの中でも氏名・生年月日等も複数名の交際

した人物を鮮明に覚えており、交際を続けるために申告すべき収入を

秘匿することは交際費用を生活保護費が補てんするようなものであり、

法第６０条の「生活上の義務」の趣旨にも反するものである。聴取後

の家庭訪問では就労収入は貯蓄し、転居費用に消費したとの申立ても

あり、就労で得た収入全てが搾取されていたか定かでない点を補足す

る。 

 

 ４  請求人は、指導指示書が抽象的な文言しか示されておらず、これに

よって具体的に何を申告する必要があるのか、知的障がい者であるた

め理解が困難であると申立てているが、平成２８年３月２３日処分庁

において口頭で丁寧に説明している。 

 

第３  請求人が、平成２８年７月２０日に審理員に提出した反論書の要旨

は概ね次のとおりである。 

 

 １  処分庁は、具体的に何を申告する必要があるのかについて、平成２

８年３月２３日に口頭で丁寧に説明したと弁明する。しかし、本件で

問題になっているのは、本件処分の収入を得た時点における請求人の

認識であるから、この口頭説明の事実は本件処分の違法性に影響を及

ぼさない。むしろ、処分庁は平成２８年３月２３に口頭で丁寧に説明

する必要性を感じていたのであるから、その直前時点においては請求

人が申告義務について正しい理解を有していないことは処分庁も理解

していたことになる。 



 

 

 

 ２  請求人は、処分庁から「平成２７年度の課税調査で給料収入が上が

っている。この件について、聞き取りをする必要がある」ことを説明

され、「仕事はしていない。仕事はしていないですよ 。」 と回答して

いる。しかし、当該回答の時点は、処分庁が請求人に対して、請求人

のアルバイト収入について聞き取りをする必要があることを説明した

直後である。仮に、この時点において請求人が申告義務を認識したと

しても、その事実からは、本件処分の収入を得た時点において請求人

が申告義務を認識していたことは推認できない。また、現在の日本語

においては、「仕事」の語を正社員としての労働に限定して用い、ア

ルバイトを「仕事」と呼ばないことがある。したがって、言葉の意味

の観点から、「仕事はしていない 。」 が、アルバイトすらしていない

ことを意味するとは必ずしもいえない。 

 

 ３  請求人は、収入申告書の「収入を得られない理由」欄に「いくら仕

事をさがしても、面接が落ちてばかりでなかなか決まらないからです 。

」「なかなか仕事が見つからないからです 。」 等と記入している。こ

のことから、処分庁は、「仕事をして収入を得た場合は申告がいるこ

とは理解できている 。」 とする。しかし、請求人がアルバイト収入に

ついて申告する必要がないと考えていたとすると、収入申告書の「働

いて得た収入」欄については「無」に丸をつけることになる。その際

の請求人の認識においては、収入が「無」である理由は、アルバイト

以外に収入がないからということになる。その認識で、「収入を得ら

れない理由」を書くことを迫られれば、アルバイト以外の仕事が見つ

からないという趣旨で「いくら仕事を探しても、面接が落ちてばかり

でなかなか決まらないからです 。」 「なかなか仕事が見つからないか

らです 。」 等と記入することは自然である。したがって、同欄の記載

は、請求人が申告義務を認識していなかったことと矛盾しないもので

あり、同記載から、請求人に申告義務の認識があったことを推認する

ことはできない。なお、請求人の知的能力に鑑みれば、同欄の記載に

ついては、処分庁の職員にどう書けばよいかを質問した上で、処分庁



 

 

の職員からの具体的な指示のとおりに記載された可能性が極めて大き

い。そうであるならば、同欄の記載が請求人の認識を反映していない

ことは明白である。 

 

 ４  処分庁は、平成２３年３月１７日に、請求人に対して保護のしおり

を用いて届出の義務の説明を行い、請求人も説明を受けた旨の署名・

捺印をしており、また、平成２３年５月２日には、家庭訪問をして、

請求人に対して収入申告書等を処分庁に提出すること、生活上に変化

があった際の報告もすること等を説明したので、申告義務が認識でき

ていないとはいえないと弁明する。しかし、説明を受けたことと届出

義務について理解したことは別問題であり、請求人の知的能力ではよ

ほど根気強く時間をかけわかりやすく説明しなければ正しい理解に至

らないし、正しい理解に至ったとしてもその記憶を保持し状況に応じ

て当てはめることは困難である。このことを処分庁も理解しているこ

とは、処分庁が、平成２７年１１月１８日に「生活保護を受給してい

たら保護費以外の収入は全て申告する義務があるので、申告していな

い給料収入は、返還金に成る可能性が有る事を説明し」てその後も不

申告についての調査を継続しているにもかかわらず、さらに平成２８

年３月２３日に口頭で丁寧に説明したと弁明していることからも明ら

かである。 

 

 ５  処分庁提出の資料によると「交際相手から正社員で働くなら申告す

る必要は有るが、アルバイトは申告しなくても良いと言われたので申

告しなかったという 」。 また、 「『 正社員は申告しなくてはならない

けど、アルバイトは申告しなくてもいい』といわれてましたので、本

当に仕事を申告しなくてはならなかったのですが、申告をしていませ

んでした」という。この説明がなされたのは、平成２７年１１月１８

日の「２年前」「２年前ほど前」とされているので、平成２５年末頃

ということになる。仮に、平成２３年の処分庁からの説明の時点で請

求人に申告義務の認識があったとしても、請求人の能力に鑑みれば、

その２年半余り後の交際相手からの説明の時点において、処分庁から



 

 

の説明を正確に記憶していたとは考え難い。したがって、交際相手か

らの説明を信用したとの請求人の供述に不自然はなく、信用できる。 

 

 ６  請求人は、引越しについても自発的な届出をしていない。引越しの

事実はそれ自体としては請求人に不利な事実ではなく、しかも処分庁

に隠し通すことができるものでもない。そのような事実を届け出てい

ないのは、届出義務を認識していなかったからとしか考えられない。

処分庁は、平成２３年３月１７日、請求人に対して保護のしおりを用

いて届出の義務の説明を行ったとされるが、この説明の中には、引越

しについての届出義務の説明を含まれている。また、平成２３年５月

２日の家庭訪問時には、処分庁の職員が、生活上に変化があった際の

報告もすることを説明している。また、請求人は、処分庁の職員から

定期訪問を受けており、これを前提に生活保護費を得て生活している

のであるから、引越しの事実を処分庁に届け出る必要があることに思

い至ることは容易である。これに対し、法の適用上問題となる「収入」

に何が含まれるかを認識するには、一定程度の知的な判断を経る必要

がある。したがって、請求人が、引越しについてすら届出義務がある

ことを認識できていなかったのに、アルバイト収入については申告義

務を認識していたと考えるのは不自然である。 

 

 ７  平成２７年１１月１８日に、請求人から事情を聴いた処分庁の職員

はケース記録票に「結婚詐欺に有ったような話だ」と書き記している。

これが本件の本質である。そもそも請求人は申告義務を認識していな

かったのであるから、「交際を続けるために申告すべき収入を秘匿」

したわけではないが、本件が「交際費用を生活保護費が補てんするよ

うな」事案でないことはもちろんである。なお、請求人は、平成○年

頃にも別種の詐欺の被害に遭い、複数の金融業者から借金を背負って

いる。 

 

              理    由 

 



 

 

第１  判断 

 

 １  法第４条は、生活保護制度における基本原理の一つである「保護の

補足性」について規定しており、その第１項において、「保護は、生

活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを、

その最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われ

る 。」 と定めている。また、法第５条は、「法律の解釈及び運用は、

すべてこの原理に基いてされなければならない 。」 と定めている。 

 

 ２  法第８条第１項によれば、「保護は、厚生労働大臣の定める基準に

より測定した要保護者の需要を基とし、そのうち、その者の金銭又は

物品で満たすことのできない不足分を補う程度において行うものとす

る 。」 とされている。これは、生活保護制度により保障されるべき最

低限度の生活は、「生活保護法による保護の基準」（昭和３８年４月

１日厚生省告示第１５８号。以下「保護の基準」という 。） によって、

要保護者各々について具体的に確定され、その保護の程度は、保護の

基準によって測定された需要と要保護者の資力（収入）とを対比し、

その資力で充足することのできない不足分について扶助されることを

定めているものである。 

 

 ３  法第２８条及び第２９条で保護の実施機関には積極的な調査権限が

付与されているが、併せて、法第６１条では、「被保護者は、収入、

支出その他生計の状況について変動があつたとき、又は居住地若しく

は世帯の構成に異動があつたときは、すみやかに、保護の実施機関又

は福祉事務所長にその旨を届け出なければならない 。」 と規定し、被

保護者に対し、届出の義務を課している。 

 

 ４  法第７８条は、「不実の申請その他不正な手段により保護を受け、

又は他人をして受けさせた者があるときは、保護費を支弁した都道府

県又は市町村の長は、その費用の額の全部又は一部を、その者から徴

収するほか、その徴収する額に１００分の４０を乗じて得た額以下の



 

 

金額を徴収することができる 。」 と規定している。ここでいう「不実」

とは、積極的に虚構の事実を構成することはもちろん、消極的に真実

を隠蔽することも含まれる。また、徴収金の決定金額については、い

わば損害追徴としての性格のものであり、その他の返還金決定処分の

場合と異なり、その徴収額の決定に当たり、相手方の資力や徴収に応

ずる能力が考慮されるものではないものと解されている。また、徴収

額は、不正受給額を全額徴収決定するものであり、法第６３条のよう

な実施機関の裁量の余地はないものである。 

 

 ５  平成２１年３月３１日付け厚生労働省社会・援護局保護課長事務連

絡「生活保護問答集について」問１３－２３に法第７８条を適用する

場合の控除について、「保護の実施要領に定める収入認定の規定は、

収入状況について適正に届出が行われたことを前提として適用される

ものである。したがって、意図的に事実を隠蔽したり、収入の届出を

行わず、不正に保護を受給した者に対しては、各種控除を適用するこ

とは適当ではなく、必要最小限の実費を除き、全て徴収の対象とすべ

きである 。」 と示されている。 

 

 ６  平成２４年７月２３日付け社援保発０７２３第１号厚生労働省社

会・援護局保護課長通知「生活保護費の費用返還及び費用徴収決定の

取扱いについて」では、法第７８条を適用する際の基準について、

「①保護の実施機関が被保護者に対し、届出又は申告について口頭又

は文書による指示をしたにもかかわらず被保護者がこれに応じなかっ

たとき、②届出又は申告に当たり明らかに作為を加えたとき、③届出

又は申告に当たり特段の作為を加えない場合でも、保護の実施機関又

はその職員が届出又は申告の内容等の不審について説明等を求めたに

もかかわらずこれに応じず、又は虚偽の説明を行ったようなとき、④

課税調査等により、当該被保護者が提出した収入申告書が虚偽である

ことが判明したとき」と示されている。 

 

 ７  本件の場合、本件処分に係る請求人の収入については、請求人が自



 

 

ら処分庁に申告したものではなく、処分庁によって発見された収入、

いわゆる未申告収入であったことに争いはないし、関係資料からも事

実と認定できる。 

 

 ８  上記事案の概要４、６、１４、１７、２４、２６のとおり、請求人

は、保護開始当初から処分庁に対し収入申告書の提出を行っており、

収入申告の必要性について理解していたことは明らかである。この点、

請求人は、「借金」や「正社員でないアルバイト」で得た収入につい

ては、収入申告の対象と認識していなかったと主張するが、上記事案

の概要２のとおり、処分庁が収入申告の義務について説明することに

用いた「生活保護のしおり」には、借金及びアルバイトで得た収入が

収入申告の対象であることが明記されており、収入申告の必要性につ

いては理解していた請求人が、借金及びアルバイトで得た収入に関す

る申告義務についてのみ理解していなかったとは考えられない。 

 

 ９  その他、請求人が処分庁に提出した各種申告書の記載内容、カード

ローンを含めた複数の金融機関の口座の取引状況、処分庁が作成した

請求人との面接や電話によるやりとりを記録しているケース記録等関

係資料の内容を踏まえると、請求人の知的障がいに鑑みても、請求人

は、収入があればすべて処分庁へ申告しなければならないことを理解

していたと判断できる。 

 

１０  また、請求人は、上記事案の概要３乃至６のとおり、保護開始直後

である平成２３年○月及び同年○月に給与収入があるにもかかわらず、

当時処分庁へ提出した収入申告書では無収入と申告し、収入が得られ

ない理由として「仕事がなかなか見つからない」などと虚偽の記載を

行っている。さらに、上記事案の概要２２乃至２９のとおり、平成２

７年度の課税調査により２６年中の未申告の給与収入が発覚した後、

処分庁の資産調査に対して、給与が入金された金融機関の口座やカー

ドローンを利用していた口座を隠蔽し、虚偽の説明を繰り返すととも

に、処分庁から保護費以外の収入があればどのような収入でも速やか



 

 

に申告するよう指導されているにも関わらず、火災保険料解約返戻金

についての収入申告を怠っていた。これらの客観的事実を踏まえると、

請求人の知的障がいに鑑みても、審査請求人には保護費を不当に受給

しようとする意思があったと認められる。 

 

１１  したがって、請求人は収入申告義務を理解していながら、保護費を

不当に受給しようとする意思をもって申告すべき収入を申告していな

かったと認められることから、処分庁によって行われた本件処分は、

法令の規定及びその解釈に従い適正になされたものであり、何ら違法

又は不当な点は存在しない。 

 

１２  請求人は、「請求人が得た金銭は交際相手が搾取しており、請求人

から返還させることは法第７８条の趣旨に反する」と主張しているが、

上記事案の概要３３のとおり、請求人が交際相手に金銭を渡していた

（請求人の主張では交際相手が搾取していた）ことを証明するものは

何ら存在せず、事実として認められない。そもそも、仮に、請求人が

交際相手に金銭を渡していたとしても、それは請求人の不正受給した

金銭の使途の一つに過ぎないことから、請求人に対して本件処分を行

わない理由とはならない。 

 

１３  しかしながら、請求人が 「（ 株）Ｂからの入金は過払金の返還であ

る」と主張していることについては、上記事案の概要３４及び３５の

とおり、請求人から提出された（株）Ｂが作成した契約者別明細書に

は、平成２６年○月○日の請求人の口座への入金が「過入金返金」と

記載されていることから、家賃の過払金の返還であることが認められ、

当該入金によって、請求人の最低生活を維持するために活用可能な資

産が増加したとは認められないため、収入認定すべき収入には当たら

ないと判断すべきである。 

 

１４  処分庁が本件処分を行った時点において、処分庁が知り得なかった

事実ではあるものの、（株）Ｂから返戻された○○○○円は、請求人



 

 

の生活保護費が請求人に戻されたに過ぎず、請求人の収入とは認定で

きないことから、その限度において取り消しを免れない。 

 

第２  結論 

   以上の理由により、行政不服審査法第４６条第１項の規定を適用し

て主文のとおり裁決する。 

 

平成２９年３月６日 

 

            審査庁  大阪市長  吉村  洋文 

 

 


